
（R8.9） 

 

 

記載要領等 

特定農地所有適格法人に対し使用貸借による権利の設定を行っている農地等の一

時的道路用地等としての貸付けに関する承認申請書（付表）（租税特別措置法の一

部を改正する法律（平成７年法律第 55号）附則第 36条第３項適用分） 

 

《使用目的》 

 この承認申請書（付表）は、租税特別措置法の一部を改正する法律（平成７年法律第 55 号）附則第 36 条

第３項の規定の適用を受けている人が、納税猶予の適用を受けている間に、同項の規定に基づき特定農地所

有適格法人に対し使用貸借による権利の設定をしている農地等（以下「特例農地等」といいます。）の全部又

は一部を一時的道路用地等（道路に関する事業、河川に関する事業、鉄道事業、その他これらの事業に準ず

る事業として当該事業に係る主務大臣が認定したもののために一時的に使用する道路、水路、鉄道その他の

施設の用地で代替性のないものとして主務大臣が認定したものをいいます。）の用に供するため地上権、賃借

権又は使用貸借による権利（以下「地上権等」といいます。）の設定（平成 28 年４月１日以後の区分地上権

の設定を除きます。）若しくは土地収用法に基づく土地を使用する権利（土地収用法第 101 条第２項の規定に

基づくものに限ります。）に基づき貸付けを行った場合に、当該貸付けに係る期限の到来後遅滞なく当該一時

的道路用地等の用に供していた特例農地等を特定農地所有適格法人の農業の用に供する見込みであることに

つき税務署長の承認を受ける場合の承認申請書に添付して使用してください。 

 

《記載要領等》 

「２」欄は、一時的道路用地等の用に供するために地上権等の設定に基づき貸し付けた特例農地等につい

て、一筆ごとに、次により記載してください。 

 

１ 「農地等の所在地番」欄は、土地の登記簿上の表示に従って、地番まで記載してください。 

 

２ 「地目」欄は、登記簿上の地目を記載してください。 

 

３  「貸付け直前の利用状況」欄は、例えば、水田、梨畑、作業場の敷地など、具体的な利用状況を記載して

ください。 

 

４ 「面積」欄は、次により記載してください。 

⑴ １筆の特例農地等の全部を一時的道路用地等として貸し付けている場合には、納税猶予の特例の適用

を受けた年分の贈与税の申告書に添付された「農地等の贈与税の納税猶予税額の計算書」に記載してあ

るその特例農地等の面積を下欄に記載してください。 

⑵ １筆の特例農地等のうち一部を一時的道路用地等として貸し付けている場合には、納税猶予の特例の

適用を受けた年分の贈与税の申告書に添付された「農地等の贈与税の納税猶予税額の計算書」に記載し

てあるその特例農地等の面積を上欄（ ）内に記載し、一時的道路用地等として貸し付けた部分の面積を

下欄に記載してください。 

 

５  「地上権等の登記の有無｣欄は、一時的道路用地等として貸し付けた特例農地等に地上権等の設定登記を

行っている場合には「有」を、地上権等の設定登記を行っていない場合には「無」を○で囲んでください。 


